
事 務 連 絡 

令和３年１月 19 日 

関 係 団 体 御中 

厚生労働省保険局医療課 

疑義解釈資料の送付について（その 48） 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 
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（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房給与厚生課 御中 

防衛省人事教育局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 
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                  事  務  連  絡 

令和３年１月 19 日 

 

 

  

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 48） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和２年厚生労働省告示第 57 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項に

ついて」（令和２年３月５日保医発 0305 第１号）等により、令和２年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑

義照会資料を別添のとおり取りまとめたので、参考までに送付いたします。 
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（別添） 
医科診療報酬点数表関係 

 

【横断的事項】 

問１ 日本看護協会の認定看護師教育課程における以下の研修について、令和

２年度以降、変更後の研修名及び教育内容による研修を修了した者につい

ては、従前の疑義解釈に示される各項目の研修に係る要件を満たしている

とみなしてよいか。 

 

従前  令和２年度以降 

救急看護 
→ クリティカルケア 

集中ケア 

緩和ケア 
→ 緩和ケア 

がん性疼痛看護 

がん化学療法看護 → がん薬物療法看護 

透析看護 → 腎不全看護 

摂食・嚥下障害看護 → 摂食嚥下障害看護 

小児救急看護 → 小児プライマリケア 

脳卒中リハビリテーション看

護 

→ 脳卒中看護 

慢性呼吸器疾患看護 → 呼吸器疾患看護 

 

 

（答）よい。なお、従前の研修名及び教育内容による研修を修了した者につ

いても、疑義解釈に示される各項目の研修に係る要件について引き続き

満たされるものであること。 

 

【オンライン診療料】 

問２ 情報通信機器を用いた診療を実施する場合、当該診療を行う際の情報通

信機器の運用に要する費用については、療養の給付と直接関係ないサービ

ス等の費用として徴収できることとされている。当該費用の徴収に当たっ

て、患者から署名により同意を得ることとされているが、電子署名法上の

電子署名又はこれに準ずる方法（患者本人による同意であることなどが担

保されている方法）を用いることにより同意を得ることは可能か。 

（答）可能。 
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【SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出】 

問３ 令和２年５月 13 日付けで保険適用された SARS-CoV-2（新型コロナウイ

ルス）抗原検出を実施する際に用いるものとして、「SARS-CoV-2 抗原の検

出（COVID-19 の診断又は診断の補助）を目的として薬事承認又は認証を

得ているもの」とあるが、令和３年１月 19 日付けで薬事承認された「ル

ミラ・ＳＡＲＳ－ＣｏＶ－２ Ａｇ テストストリップ」（ルミラ・ダイ

アグノスティクス・ジャパン株式会社）はいつから保険適用となるのか。 

（答）令和３年１月 19 日より保険適用となる。 

 
【SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出】 

問４ 令和２年３月６日付けで保険適用された SARS-CoV-2（新型コロナウイル

ス）核酸検出を実施する際に用いるものとして、「体外診断用医薬品のう

ち、使用目的又は効果として、SARS-CoV-2 の検出（COVID-19 の診断又は

診断の補助）を目的として薬事承認又は認証を得ているもの」とあるが、

令和３年１月 19 日付けで薬事承認された「２０１９新型コロナウイルス 

ＲＮＡ 検出試薬 ＴＲＣＲｅａｄｙ ＳＡＲＳ－ＣｏＶ－２ ｉ」（東

ソー株式会社）はいつから保険適用となるのか。 

（答）令和３年１月 19 日より保険適用となる。 
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